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平成22年度国民健康保険事業の状況

１　概況
　本市の人口は減少傾向にあり、平成22年度の年間平均の国民健康保険世帯数と被保険者数
は、22,579世帯、37,900人となっており、被保険者数、世帯数とも減少傾向となっています。
　被保険者の年齢構成を見ると、６５歳以上の高齢者の割合は36.8％で、増加傾向となっていま
す。
　平成22年度の保険料調定額は、保険料率の見直しをしていないにもかかわらず、景気の低迷
等により所得額が大幅に減少したことなどより前年度と比較して約１億3,200万円減少し、収納額
についても約8,900万円減少しました。なお、滞納繰越分を含めた収納額は約8,000万円減少しま
した。この傾向は前年度よりも大きくなっています。
　また、平成22年度医療費は、被保険者１人当たり診療費で、一般被保険者303,163円、退職者
等被保険者349,301円、全体で305,938円となっており、増加傾向がかわりません。
　このような状況の中、平成22年度の国民健康保険事業特別会計の決算状況は、歳入145億
7,916万0千円に対して、歳出148億8,165万4千円で、歳入歳出差引3億249万4千円の歳入不足
に陥りました。この赤字分は平成23年度の歳入を繰上充用することにより補てんしました。この中
には、平成21年度に生じた歳入不足1億4,302万4千円を繰上充用したことも影響しています。
  国保会計の単年度実質収支(繰越金、基金繰入金、法定外の一般会計繰入金を除いた収支)
は、平成19年度から赤字基調となり、基金も枯渇しており、極めて厳しい状況の中にあります。
　　国保会計は、保険給付費を中心とした歳出により国・県の支出金が確定し、その歳入歳出差
引した額を保険料収入で充てるという構造となっており、恒常的に保険料収入が不足している状
態に陥っています。
  今後、景気の低迷等による所得の伸び悩み、高齢社会の急速な進展による医療費の増加や若
年被保険者の構成割合の減少、低所得者の増加等により、さらに厳しい財政状況になることが予
想されますが、平成22年度以降、赤字解消に向け、保険料率の見直しと保険料収納率の向上に
よる歳入の確保、医療費の適正化による医療費の抑制により、赤字の改善に努めていきたいと考
えております。

事業運営 重点項目

資料 １

２　事業運営の重点項目
　（１）賦課総額の確保
　本市の財政状況は、慢性的な財源不足の状況にあり、財政健全化のためには、保険料率の見
直し等により賦課総額を確保するとともに収納率の向上による歳入の確保に努めなければなりま
せん。
　保険給付費等に見合う財源を確保するに当たっては、過去の実績を踏まえながら、最近の医療
費の動向等を分析・検討の上、適正な額を計上する必要があります。また、賦課限度額並びに保
険料の賦課割合については、被保険者間の負担の公平を図る観点から、適切に設定しなければ
なりません。特に、保険料率の改正に当たっては、低所得者の保険料負担が急激に増大しないよ
う十分配慮しつつ、中間所得者層の保険料負担が過重なものにならないよう十分配慮する必要
があります。
　なお、平成22年度保険料の応能・応益の賦課割合（基礎賦課額・後期高齢者支援金等賦課額）
は、５０：５０となっており、所得割額・資産割額の減少傾向以上に被保険者数の減少が大きくなっ
ています。
　（２）保険料収納率の向上
　現年度分の保険料収納率については、平成４年度から収納率向上特別対策事業を実施してい
ますが、現年度分の収納率は、平成7年度の92.93％をピークに徐々に下がり始め、平成15年度
には合併前では過去最低の87.99％まで下がりました。その後上昇に転じ、平成19年度には
89.36％まで上昇しましたが、平成20年度に｢後期高齢者医療制度」が創設されたことに伴い、収
納率の高い75歳以上の方が移行したため、平成20年度の収納率は、一気に86.51％まで低下し
ました。
　平成21年度には87.20%に、平成22年度は88.07％に上昇しましたが、依然として、県内でも低い
水準にあることから、更に収納率向上特別対策事業を積極的に展開し、滞納者の実態の把握、
分析並びに徴収体制の整備強化等、全庁体制で徴収活動に努める所存です。



平成23年度国民健康保険事業の見込み

　（３）医療費の適正化
　診療報酬明細書に関する縦覧点検等内容点検を積極的かつ効率的に実施するとともに、疾病
構造の把握・分析等に基づく高医療費の要因分析を行うこととしています。
　また、「ジェネリック医薬品利用促進通知サービス事業」を平成23年1月から実施し、一定の効果
額が上がっており、今後更にジェネリック医薬品への切り替えを促進することにより、療養給付費
の抑制を図っていく考えです。
　

１　概況
　本市の人口は、引き続き減少傾向にあり、平成23年度の国民健康保険世帯数と被保険者数と
も、減少するものと見込んでいます。そのうち、６５歳以上の高齢者の割合は平成22年度の36.8％
から更に上昇するものと見込んでいます。
　平成23年度の保険料調定額は、保険料率等の改正により、当初調定額での前年度比8％の増
となりました。当初10％の引き上げと見込んでいましたが、景気の低迷等により所得額が大幅に減
少したこと、被保険者数の減少が影響しています。そのため調定額で約2億4,900万円増加し、収
納額についても約2億1,688万円増加する見込みです。
　また、平成23年度医療費は、引き続き増加傾向となっています。
　このような状況の中、平成23年度の国民健康保険事業特別会計の見込みは、歳入151億8,561
万1千円に対して、歳出155億1,284万8千円を見込んでおり、歳入歳出差引3億2,723万7千円の
歳入不足を見込んでいます 現時点では赤字解消のための一般会計からの繰入金が見込めな歳入不足を見込んでいます。現時点では赤字解消のための一般会計からの繰入金が見込めな
いため、見込額には算入していません。なお、平成23年度は平成22年度の繰上充用3億249万4
千円があったため、実質の不足額は2,474万3千円となります。
   平成23年度の赤字解消に向け、保険料収納率の向上による歳入の確保、医療費の適正化に
よる医療費の抑制により、改善に努めていきたいと考えております。



国民健康保険事業総括表

全市 世帯数（Ａ） 世帯 63,500 62,966 62,767

（年間平均） 人　口（Ｂ） 人 150,076 150,246 150,315

国保 世帯数（Ｃ） 世帯 22,478 22,579 22,583

（年間平均） 内 一般 世帯 20,632 20,897 20,904

退職 世帯 1,294 1,106 1,030

訳 混合 世帯 552 576 649

被保険者数（Ｄ） 人 37,400 37,900 38,029

内 一般 65歳未満 人 21,930 22,500 22,746

65歳～69歳 人 6,458 6,828 6,815

70歳～74歳 人 6,463 6,293 6,228

一般合計 人 34,851 35,621 35,789

訳 退職被保険者等 人 2,549 2,279 2,240

介護２号被保険者数（Ｆ） 人 13,911 13,876 13,874

加入率 国保 世帯 （Ｃ）／（Ａ） ％ 35.40 35.86 35.98

被保険者 （Ｄ）／（Ｂ） ％ 24.92 25.23 25.30

介護 被保険者 （Ｆ）／（Ｂ） ％ 9.27 9.24 9.23

賦課限度額 円 510,000 500,000 470,000

円 140,000 130,000 120,000

円 120,000 100,000 100,000

所得割 ％ 7.31 5.80 5.80

資産割 ％ 16.40 16.40 16.40

均等割（１人当たり） 円 21,500 20,500 20,500

平等割（１世帯当たり） 円 21,500 19,500 19,500

所得割 ％ 2.30 2.30 2.30

資産割 ％ 9.60 9.60 9.60

均等割（ 人当たり） 円 8 000 8 000 8 000
料率 後期

項     目 ２１年度

基礎賦課額（医療分)

後期高齢者支援金等賦課額

介護納付金賦課額（介護分)

２３年度
（見込）

※H23年度は
8月現在

単位 ２２年度

医療

資料 ２

均等割（１人当たり） 円 8,000 8,000 8,000

平等割（１世帯当たり） 円 7,500 7,500 7,500

所得割 ％ 1.95 1.95 1.95

資産割 ％ 9.60 9.60 9.60

均等割（１人当たり） 円 9,200 9,200 9,200

平等割（１世帯当たり） 円 4,800 4,800 4,800

一般 千円 2,076,401 1,839,074 1,938,319

退職 千円 133,705 131,435 114,536

一般＋退職 千円 2,210,106 1,970,509 2,052,855

一般 円 58,969 51,798 53,705

退職 円 55,897 50,909 51,756

一般＋退職 円 58,773 51,746 53,592

一般 円 95,353 84,642 87,703

退職 円 116,063 107,896 120,946

一般＋退職 円 96,393 85,703 89,069

一般 千円 715,665 716,765 748,411

退職 千円 47,474 52,235 45,552

一般＋退職 千円 763,139 769,000 793,963

一般 円 20,007 20,195 20,736

退職 円 21,394 20,333 20,584

一般＋退職 円 20,088 20,203 20,727

一般 円 32,865 33,000 33,863

退職 円 41,210 43,093 48,101

一般＋退職 円 33,284 33,461 34,448

１人当たり

１世帯当たり

保険料調定額
(現年賦課
分）

介護

医療

後期 １人当たり

１世帯当たり



項     目 ２１年度
２３年度
（見込）

単位 ２２年度

千円 288,722 288,915 297,947

円 20,654 20,377 21,235

円 24,836 24,782 25,814

一般 ％ 87.49 87.57 86.67

現年賦課分退職 ％ 94.20 94.29 93.83

一般＋退職 ％ 88.00 88.07 87.22

一般 ％ 21.27 18.45 16.25

滞納繰越分退職 ％ 26.72 23.08 20.38

一般＋退職 ％ 21.50 18.65 16.45

現年賦課分一般 ％ 72.14 68.68 67.08

＋ 退職 ％ 85.00 82.60 78.95

滞納繰越分一般＋退職 ％ 73.02 69.61 67.88

療養諸費 一般 円 323,019 303,163 294,712

１ 人当り 退職 円 325,584 349,301 343,171

全体 円 323,194 305,938 297,567

一般被保険者 件 13,024 12,117

千円 1,056,686 1,042,799 926,105

退職被保険者等 件 627 673

千円 93,120 75,381 81,027

件数 件 200 188 172

金額 千円 84,000 78,695 67,743

件数 件 230 228 211

金額 千円 4,600 4,560 4,220

納付金額 千円 716,735 676,527 641,534

人 14,074 14,230 14,429

２号被保険者１人当り負担額 円 54,191 52,107 50,246

歳入合計 千円 15,185,611 14,579,160 14,098,965

高額療養費

出産育児一時金

葬祭費

介護納付金

１世帯当たり

保険料調定額
(現年賦課
分）

計算の基礎となった２号被保険者数

収納率

介護 １人当たり

歳出合計 千円 15,512,848 14,881,654 14,241,989

歳入歳出差引 千円 -327,237 -302,494 -143,024

年度末基金残高 千円 1,936 1,936 1,920

対象者数 人 26,553 26,453 26,706

受診者数 人 7,996 7,884 8,063

受診率 30.1% 29.8% 30.2%

対象者数

動機付け支援 人 620 779

積極的支援 人 150 191

受診者数

動機付け支援 人 187 142

積極的支援 人 22 21

受診率

動機付け支援 30.2% 18.2%

積極的支援 14.7% 11.0%

申込者数 人 4,069 4,008 3,940

受診者数 人 2,877 2,814

受診率 71.8% 71.4%

財政

特定健診

特定保健指導

人間ドック事業

保健事業



(単位：千円)

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  Ｂ 構成比

①保険料(税) 2,872,143 19.7% -79,878 -2.7% 2,952,021 20.9%

②国庫支出金 4,038,658 27.7% 214,796 5.6% 3,823,863 27.1%

③前期・療養給付費等交付金 4,047,635 27.8% 382,287 10.4% 3,665,348 26.0%

④県支出金 603,210 4.1% -6,763 -1.1% 609,973 4.3%

⑤共同事業交付金 1,832,670 12.6% 130,139 7.6% 1,702,532 12.1%

⑥基金繰入金 0 0.0% -110,000 皆減 110,000 0.8%

⑦繰越金 0 0.0% -16,188 皆減 16,188 0.1%

⑧一般会計繰入金 1,141,271 7.8% 77,319 7.3% 1,063,952 7.5%

⑨一般会計その他繰入金 0 0.0% -100,000 皆減 100,000 0.7%

⑩その他 43,573 0.3% -11,515 -20.9% 55,088 0.4%

歳入合計 14,579,160 100.0% 480,195 3.4% 14,098,965 100.0%

歳入科目
平成22年度 差引 平成21年度

平成22年度国民健康保険事業特別会計決算 資料 ３

①現年度分の収納率は0.07％の微減となった。
所得額の減少による所得割額の減少などにより
前年度比約8,000万円の減少
②保険給付費等の伸びによる自然増
③65歳以上の方の療養給付費の伸びによる前期
高齢者支援金の増加
④調整交付金が減少したため
⑤高額療養費の伸びによる自然増
⑥取崩しする基金がなくなったため
⑦前年度赤字のため
⑧一般会計からの法定の繰入れの増加
⑨一般会計からの繰り入れがなかったため

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  Ｂ 構成比

①総務費 368,893 2.5% 16,989 4.8% 351,904 2.5%

②保険給付費 10,087,034 67.8% 425,252 4.4% 9,661,782 67.8%

③老人保健拠出金･後期高齢者支援金 1,536,431 10.3% -157,256 -9.3% 1,693,687 11.9%

④前期高齢者納付金等 2,649 0.0% -2,069 -43.9% 4,718 0.0%

⑤介護納付金 676,527 4.5% 34,993 5.5% 641,534 4.5%

⑥共同事業拠出金 1,920,371 12.9% 155,379 8.8% 1,764,992 12.4%

⑦保健事業費 123,791 0.8% 5,309 4.5% 118,482 0.8%

⑧その他 165,959 1.1% 161,069 3294.1% 4,890 0.0%

歳出合計 14,881,654 100.0% 639,665 4.5% 14,241,989 100.0%

歳入合計  － 歳出合計  -302,494 歳入不足

歳出科目
平成22年度 差引 平成21年度 ①滞納整理システム導入に係る経費

②診療報酬改定等により、療養給付費、高額療
養費等が増加したため
③後期高齢者支援金の平成20年度分の精算によ
り、支払いすぎていたため
④平成20年度分の精算により、支払いすぎてい
たため
⑤対象となる40～64歳までの被保険者分の米子
市負担額が増加したため
⑥高額療養費の伸びによる増加
⑦ジェネリック医薬品利用促進通知実施の経費
が新たに発生したため
⑧平成21年度分の療養給付費負担金と特定健診
等負担金の確定により返還金が生じたことと、
前年度の繰上充用金が発生したため



(単位：千円)

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  B 構成比

①保険料(税) 3,075,530 20.3% 203,387 7.1% 2,872,143 19.7%

②国庫支出金 3,877,247 25.5% -161,411 -4.0% 4,038,658 27.7%

③前期・療養給付費等交付金 4,594,004 30.3% 546,369 13.5% 4,047,635 27.8%

④県支出金 647,525 4.3% 44,315 7.3% 603,210 4.1%

⑤共同事業交付金 1,826,879 12.0% -5,791 -0.3% 1,832,670 12.6%

⑥基金繰入金 0 0.0% 0 - 0 0.0%

⑦繰越金 0 0.0% 0 - 0 0.0%

⑧一般会計繰入金 1,114,878 7.3% -26,393 -2.3% 1,141,271 7.8%

⑨一般会計その他繰入金 0 0.0% 0 - 0 0.0%

⑩その他 49,548 0.3% 5,975 13.7% 43,573 0.3%

歳入合計 15,185,611 100.0% 606,451 4.2% 14,579,160 100.0%

歳入科目
平成22年度平成23年度(見込) 差引

平成23年度国民健康保険事業特別会計決算見込み

①合計の収納率は約3%増となる見込みであり、
保険料率の改定により調定額で8％の増が見込ま
れ、約2億338万円の増加
②財政調整交付金財政調整交付金の減
③65歳以上の方の療養給付費の伸びによる前期
高齢者支援金の増加
④保険給付費等の伸びによる自然増
⑤高額療養費の伸びが停滞
⑥取崩しする基金がなくなったため
⑦前年度赤字のため
⑧一般会計からの法定の繰入れの減
⑨歳入不足が見込まれるが、現時点では一般会
計からの繰り入れが見込めないため

資料 ４

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  B 構成比

①総務費 338,427 2.2% -30,466 -8.3% 368,893 2.5%

②保険給付費 10,415,474 67.1% 328,440 3.3% 10,087,034 67.8%

③老人保健拠出金･後期高齢者支援金 1,682,421 10.8% 145,990 9.5% 1,536,431 10.3%

④前期高齢者納付金等 4,983 0.0% 2,334 88.1% 2,649 0.0%

⑤介護納付金 716,735 4.6% 40,208 5.9% 676,527 4.5%

⑥共同事業拠出金 1,888,536 12.2% -31,835 -1.7% 1,920,371 12.9%

⑦保健事業費 156,682 1.0% 32,891 26.6% 123,791 0.8%

⑧その他 309,590 2.0% 143,631 86.5% 165,959 1.1%

歳出合計 15,512,848 100.0% 631,193 4.2% 14,881,655 100.0%

歳入合計  － 歳出合計  -327,237 歳入不足 -302,495 歳入不足

歳出科目
平成22年度平成23年度(見込) 差引

①収納管理システム導入完了のため
②療養給付費、高額療養費等の自然増
③後期高齢者支援金の自然増
④前期高齢者納付金の自然増
⑤対象となる40～64歳までの被保険者分の米子
市負担額が増加したため
⑥前年の伸びが多大であったため
⑦特定健診等・人間ドック受診者の増加の見込
みのため
⑧平成22年度分の療養給付費負担金の確定によ
り返還金が生じたため



国民健康保険事業収支決算状況及び見込み

平成２３年度 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度

収支見込額（千円） 決算額(円) 決算額(円) 決算額（円）

2,076,830 1,873,444,197 1,953,891,068 2,042,849,305

729,745 729,744,689 722,546,773 704,445,661

268,955 268,954,546 275,583,462 278,819,949

3,075,530 2,872,143,432 2,952,021,303 3,026,114,915

2,679,523 2,670,766,231 2,618,275,378 2,358,645,000

0 3,785,643 24,235,293 161,335,173

77,771 87,535,015 72,866,221 68,244,596

1,100,246 1,254,355,000 1,082,006,000 1,090,191,000

0 5,698,654 10,690,715 0

4,000 3,840,000 1,180,000 0

0 573,705 571,875 865,000

15,707 12,104,000 14,037,000 11,897,000

3,877,247 4,038,658,248 3,823,862,482 3,691,177,769

734,094 689,381,992 655,270,593 1,065,584,000

3,859,910 3,358,252,735 3,010,077,542 2,840,990,936

73,939 87,535,015 72,866,221 68,244,596

療養給付費交付金

県

高額共同事業負担金

前期高齢者交付金

財政調整交付金

保険
料(税)

医療給付費分

後期高齢者支援金分

合        計

区  分

介護納付金分

介護従事者処遇改善臨時交付金

計

財政調整交付金

療養給付費負担金

老人保健医療費負担金

出産育児一時金補助金

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

国
庫
支
出
金

高額共同事業負担金

特定健診等負担金

資料 ５

557,879 503,571,000 523,070,000 536,151,000

15,707 12,104,000 14,037,000 11,897,000

647,525 603,210,015 609,973,221 616,292,596

1,826,879 1,832,670,433 1,702,531,487 1,642,470,434

572,826 572,827,884 578,031,564 523,075,051

335,624 365,444,930 348,289,074 339,376,850

53,334 49,903,660 44,375,209 41,606,667

153,094 153,094,000 93,256,391 0

0 0 100,000,000 0

0 0 110,000,000 50,000,000

1,114,878 1,141,270,474 1,273,952,238 954,058,568

0 0 16,188,202 529,422,993

800 429,520 1,125,852 1,630,600

5 9,753 1,773 10,246

550 1,186,856 1,278,474 2,072,809

15,000 12,582,462 23,299,349 17,156,056

33,193 29,364,631 29,382,313 29,326,157

49,548 43,573,222 55,087,761 50,195,868

15,185,611 14,579,160,551 14,098,964,829 14,416,308,079

支
出
金

共同事業交付金

特定健診等負担金

財政調整交付金

計

計

職員給与費等

出産育児一時金等　　　

財政安定化支援事業

歳  入  合  計

第三者納付金

その他

返納金
諸収入

その他繰入金

基金繰入金

延滞金

預金利子

繰入金

計

前年度繰越金

保険基盤安定等



平成２３年度 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度

収支見込額（千円） 決算額(円) 決算額(円) 決算額（円）
区  分

243,913 264,532,574 243,834,961 238,574,840

38,313 54,841,949 54,658,086 54,365,433

408 256,760 302,000 218,520

55,793 49,261,942 53,108,742 49,971,626

338,427 368,893,225 351,903,789 343,130,419

療養給付費 8,492,849 8,245,484,472 7,955,039,927 7,526,418,641

療養費 40,516 39,336,226 38,122,520 34,349,364

高額療養費 1,105,592 1,043,010,453 923,120,062 833,398,136

移送費 0 0 0 0

出産育児一時金 84,042 78,733,290 67,754,783 62,410,000

葬祭費 4,600 4,560,000 4,220,000 4,460,000

計 9,727,598 9,411,124,441 8,988,257,292 8,461,036,141

療養給付費 574,735 563,465,806 551,903,645 848,059,673

療養費 2,233 2,232,411 2,494,709 4,948,491

高額療養費 75,381 75,381,334 84,208,056 117,134,864

移送費 0 0 0 0

計 652,349 641,079,551 638,606,410 970,143,028

35,527 34,829,744 34,918,666 34,944,883

10,415,474 10,087,033,736 9,661,782,368 9,466,124,052

後期高齢者支援金 1,682,150 1,521,979,457 1,659,171,784 1,527,339,249

後期高齢者関係事務費拠出金 165 196,773 225,774 215,670

計 1,682,315 1,522,176,230 1,659,397,558 1,527,554,919

4,983 2,649,162 4,718,321 2,056,858

特別対策事業費

総務管理費

徴収費

運営協議会費

退
職
分

合     計

後期高齢
者支援金
等

総務
費

計

保 険
給付
費

一
般
分

審査支払手数料

前期高齢者納付金等

4,983 2,649,162 4,718,321 2,056,858

106 14,254,945 34,289,322 568,230,799

106 14,254,945 34,289,322 568,230,799

716,735 676,526,564 641,533,923 675,090,914

1,888,536 1,920,370,573 1,764,991,612 1,664,188,974

70,013 53,727,629 44,429,557 45,672,287

86,669 70,063,736 74,052,783 67,615,813

156,682 123,791,365 118,482,340 113,288,100

還付金 6,720 6,281,193 4,343,218 4,885,944

還付加算金 55 100,600 15,000 21,700

償還金 0 16,489,891 208,259 35,040,580

被保険者還付金 0 0 0 3,463

還付金 360 44,000 219,500 365,900

還付加算金 14 2,500 7,800 7,900

償還金 0 0 0 0

計 7,149 22,918,184 4,793,777 40,325,487

0 0 0 0

302,441 143,024,104

0 16,241 95,923 129,355

15,512,848 14,881,654,329 14,241,988,933 14,400,119,877

-327,237 -302,493,778 -143,024,104 16,188,202

-327,237 -302,493,778 -369,212,306 -513,234,791

繰上充用金

実質収支（累積繰越額）

共同事業拠出金

歳　出　合　計

単年度収支

基金積立金

特定健診等事業費

計

保健事業費

介護納付金

保
健
事業
費

諸
支
出
金

一
般
分

退
職
分

予　備　費

計

老人保健拠出金

計



【単位：円】

平成19年度

金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額

現年度分 3,277,543,600 108.23% 3,028,423,900 95.82% 3,160,611,400 96.99% 3,258,726,300 73.36% 4,442,398,400

滞納繰越分 952,597,209 86.83% 1,097,068,627 92.32% 1,188,329,563 97.55% 1,218,188,214 106.10% 1,148,115,627

合計 4,230,140,809 102.54% 4,125,492,527 94.86% 4,348,940,963 97.14% 4,476,914,514 80.08% 5,590,514,027

現年度分 2,884,238,368 108.12% 2,667,554,537 96.77% 2,756,556,507 97.78% 2,819,159,657 71.01% 3,969,826,530

滞納繰越分 204,808,400 100.11% 204,588,895 104.67% 195,464,796 94.45% 206,955,258 98.85% 209,359,897

合計 3,089,046,768 107.55% 2,872,143,432 97.29% 2,952,021,303 97.55% 3,026,114,915 72.41% 4,179,186,427

現年度分 393,305,232 108.99% 360,869,363 89.31% 404,054,893 91.92% 439,566,643 93.02% 472,571,870

滞納繰越分 747,788,809 83.79% 892,479,732 89.89% 992,864,767 98.18% 1,011,232,956 107.72% 938,755,730

合計 1,141,094,041 91.04% 1,253,349,095 89.72% 1,396,919,660 96.29% 1,450,799,599 102.80% 1,411,327,600

現年度分 0 0.00% 676,600 75.80% 892,600 713.51% 125,100 19.44% 643,600

滞納繰越分 280,000,000 97 36% 287,595,386 100 35% 286,593,673 116 24% 246,550,948 153 30% 160,833,213

国民健康保険料(税)収納状況

区   分
平成23年度(見込) 平成22年度 平成21年度 平成20年度

調定額(Ａ)

収入額(Ｂ)

収入未済額
(Ａ)－(Ｂ)
           （Ｃ）

不納欠損額
（Ｄ）

資料 ６

滞納繰越分 280,000,000 97.36% 287,595,386 100.35% 286,593,673 116.24% 246,550,948 153.30% 160,833,213

合計 280,000,000 97.13% 288,271,986 100.27% 287,486,273 116.54% 246,676,048 152.76% 161,476,813

現年度分 0 0.00% 508,100 102.43% 496,040 70.80% 700,612 138.85% 504,600

滞納繰越分 0 12,000 0 0.00% 0 0.00% 0

合計 0 0.00% 520,100 104.85% 496,040 70.80% 700,612 138.85% 504,600

現年度分 393,305,232 109.04% 360,700,863 89.36% 403,658,333 91.71% 440,142,155 93.17% 472,432,870

滞納繰越分 467,788,809 77.33% 604,896,346 85.65% 706,271,094 92.36% 764,682,008 98.30% 777,922,517

合計 861,094,041 89.18% 965,597,209 87.00% 1,109,929,427 92.12% 1,204,824,163 96.36% 1,250,355,387

現年度分 88.00% -0.07% 88.07% 0.87% 87.20% 0.71% 86.49% -2.86% 89.35%

滞納繰越分 21.50% 2.85% 18.65% 2.20% 16.45% -0.54% 16.99% -1.25% 18.24%

合計 73.02% 3.42% 69.61% 1.74% 67.87% 0.29% 67.58% -7.16% 74.75%

収納率
（Ｂ）-(E)／（Ａ）

     （Ｄ）

還付未済額
         （Ｅ）

繰越額
(滞納繰越額)
(Ｃ)－(Ｄ)＋(Ｅ)
             （Ｆ）



ジェネリック医薬品利用促進通知サービス事業

Ａ　１月から５月の発送分状況

集 計
４ 月 受 診 ３ 月 受 診 ２ 月 受 診

発 送 状 況

発送

基 本 と し た 情 報 発 送 後 の 受 診 時 の 状 況
６ 月 受 診 ５ 月 受 診条　件

レセプ

資料 ７

ジェネ
リック
の件数

効 果 額
（ 円 ）

ジェネ
リック
の件数

効 果 額
（ 円 ）

ジェネ
リック
の件数

効 果 額
（ 円 ）

ジェネ
リック
の件数

効 果 額
（ 円 ）

ジェネ
リック
の件数

効果額
（円）

件数の
平均

効果額
の合計

平成２２年　９月 37,765 350 2,483 １月 763 1,127,243 717 1,112,521 688 1,070,311 704 1,083,114 688 875,904 712 5,269,093

平成２２年１０月 39,650 250 1,686 ２月 450 594,960 446 575,361 470 662,348 442 486,173 452 2,318,842

発送
件数

受 診 年 月 発送月
条 件
（円以上の
効果が見込
めるもの）

レセプ
ト枚数

平成２２年１１月 40,954 150 1,918 ３月 482 529,733 471 504,480 454 504,249 469 1,538,462

平成２２年１２月 41,090 100 1,733 ４月 388 326,023 420 366,949 404 692,972

平成２３年　１月 37,305 100 562 ５月 106 125,518 106 125,518

合 計 196,764 - 8,382 - 2,189 2,703,477 2,054 2,559,311 1,612 2,236,908 1,146 1,569,287 688 875,904 2,143 9,944,887

Ｂ　６月から１０月の発送状況 Ｃ　委託料の推移、通知不要の申し出者数

発送月

１月

基 本 と し た 情 報 発 送 状 況 発 送 回 数 の 内 訳

２ 回 目初 回受 診 年 月
レセプ

条　件
（円以上の 発送

発送月

委託料（円） 通知不要の申し出（人）

28991,331

２月

平成２３年　２月 38,484 250 1,568 ６月 103 1,465 ３月

平成２３年　３月 41,808 150 1,738 ７月 374 1,364 ４月

平成２３年　４月 41,457 150 1,766 ８月 453 1,313 ５月

２ 回 目初 回受 診 年 月
ト枚数

（円以上の
効果が見込
めるもの）

発送
件数

発送月

979,256

1,078,612

1,075,042

1,040,812 37

41

38

23平成 ３年　 月 41,457 150 1,766 ８月 453 1,313 ５月

平成２３年　５月 39,948 100 1,728 ９月 579 1,149 小計

平成２３年　６月 41,823 100 912 １０月 452 460 ６月

合 計 203,520 - 7,712 - 1,961 5,751 ７月

８月

1,097,460

1,010,205

5,165,053

,

1 088 246

167

35

13

42８月

概況 ９月

１０月

小計

合計 316

5,342,399

1,097,853

1,048,635

1,088,246

　はじめの５ヶ月間で8,382件発送した。内2,189件（26.1％）がジェネリックに切り替え
られ、効果額は9,945千円となった。
　当初発送分で切替が見られない5,751件について6月以降に２度目の送付を行っている。

42

59

10 507 452

-

149

合計

　単価26.25円

31610,507,452



(2) 平成２３年度保険料の改定の結果について
ア 周知について
よなごの国保５月号、７月号に掲載
納付書発送時に「改定についてのお知らせ」を同封

資料 ８

納付書発 時 改 」 同

イ 納付義務者の反応
保険料率等の引き上げについての反応はあまりなかった

ウ 調定額の比較
当初調定額で
平成２２年度 3,016,439,700 円
平成２３年度 3 261 966 200 円であり平成２３年度 3,261,966,200 円であり
245,526,500 円、約8％の増加

(3) 制度改正について（一部未確定）
ア 高額療養費の現物化
　従来の入院療養に加え、外来療養についても、同一医療機関での同一月の窓口負担が自己
負担限度額を超える場合は窓口での支払を自己負担限度額までにとどめる扱いを導入するもの

イ 高齢者医療の扶養控除の対応
　扶養控除の見直しに伴う影響を回避するため、７０歳から７４歳までの被保険者に係る現役並み
所得者の判定基準となる所得額を見直すもの

ウ 高額療養費の区分の見直し及び年間上限の設定
　一般区分を、年収３００万円、６００万円で３区分に細分化し、限度額を見直す。
加えて年間上限額が設けられる。加えて年間上限額が設けられる。

エ 高校生以下の均等割額軽減
一定収入額未満の世帯について高校生以下の被保険者の均等割額を９割軽減するもの

オ ２割軽減世帯の拡大

カ 限度額の改正

(4) 運営協議会委員の公募について
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